
第 １． 人 口 動 態 

 

１ 人口動態調査について 

  人口動態調査は，国勢調査と並ぶ主要な統計であり，統計法に基づく指定統計である。 

  調査は人口動態調査令及び施行細則の規定により行っているが，戸籍法による出生，死亡，婚姻及び離

婚の届出，死産の届出に関する規程による届出から，市町村において１件ごとに調査票を作成し保健所，

県を経由し厚生労働省大臣官房統計情報部において収集・集計される。さらに千葉県において県分の結果

表を作成する。 

なお，調査票の分類は，出生・死亡・死産は住所地で，婚姻は夫の住所地，離婚は別居する前の住所地

で行っている。 

  結果表における用語の説明及び比率の算出は次のとおりである。 

 

早期新生児死亡   生後１週未満の死亡 

新生児死亡     生後４週未満の死亡 

乳児死亡      生後１年未満の死亡 

周産期死亡     妊娠満２２週以後の死産と早期新生児死亡 

年間の事件数 

出生・死亡・婚姻・離婚率 ＝ ―――――――― × 1,000 

人口 

年間の事件数 

死産率 ＝ ――――――――――――――――― × 1,000 

年間の出産数（出生数＋死産数） 

年間の事件数 

周産期死亡率・妊娠満 ＝ ――――――――――――――――――――――― × 1,000 

２２週以後の死産率    年間の出産数（出生数＋妊娠満22週以後の死産数） 

年間の事件数 

乳児死亡・新生児死亡率・早期新生児死亡率 ＝ ――――――― × 1,000 

年間の出生数 

年間の死因別死亡数 

死因別死亡率 ＝ ――――――――――― × 1,000 

人口 

母の年齢別出生数 

合計特殊出生率 ＝ ――――――――――       １５歳から４９歳までの合計 

年齢別女子人口 

率の算出     県全体の率は、厚生労働省大臣官房統計情報部の公表数値とした。 

         市町村等の率は、平成12年国勢調査の総人口に基づき算出した。 

 

２ 概  要 

(1) 出 生 

出生率の推移は図１のとおり昭和 22 年～24 年の第１次ベビーブームをピークとして以後下降線をた

どりつづけ，昭和36年を底としたが，その後は徐々に上昇を続け，昭和46年～48年には戦後第２のベ

ビーブームとなった。 

しかしながら昭和49年以降，出生数は減少傾向にあり，昭和55年以降の出生率は，ひのえうまの昭

和 41 年の 14．1 の値をも下回っている。平成３年からは増減を繰り返しており，平成 15 年は 8．9 と

なった。 



また，１人の女性が一生の間に生む平均子ども数をあらわす合計特殊出生率は，昭和51年に2．0を

下回ってから一時的な上昇はあるものの低下を続け，平成15年は1．20となった。（図２） 

これらの傾向は，ほぼ全国的な傾向と一致しており，首都圏に人口の集中が始まる昭和 30 年代後半

から，本県の出生率及び合計特殊出生率は全国を上回っていたが、昭和 60 年以降は表１のとおり全国

より低い率又は同率となっている。 

また，出生順位別の出生割合の年次推移を表２でみると，第３子以上の割合は，昭和63年の17．2％

をピークに減少に転じ，平成15年は12．3％となっている。 

表３の母の年齢階級別出生率をみると，34～44 歳台で増加しているものの、20～29 歳台で大幅に減

少している． 

表４及び図３は保健所別の出生率である。 

図１　出生率の年次別推移（人口千対）

0

5

10

15

20

25

30

35

40

22 25 28 31 34 37 40 43 46 49 52 55 58 61 元 4 7 10 13 14 15

年

千葉県

全国

 

 

図２　合計特殊出生率の年次別推移
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図３　保健所別出生率（人口千対）
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(2) 死 亡 

平成15年の死亡数は40，579人で，昨年の39，748人より831人増化し，死亡率は6．8で，前年の

6．7を上回った。表５は保健所別の死亡率の年次推移である。 

千葉県の死亡率は，昭和40年までは全国の死亡率を上回っていたが，昭和40年代前半に全国の死亡

率を下回るようになり，平成 15 年は全国の 8．0 より 1．2 下回っており，全国第４位の低率県となっ

ている。 

死因順位は表６のとおり悪性新生物が第１位，第２位が心疾患，第３位が脳血管疾患で，昨年と同様

の順位となっている。 

なお，これら三大成人病による死亡数は，15年は24，579人となり，表７のとおり全死亡の60．6％

を占めている。 

図４　保健所別死亡率（人口千対）

4.0

5.0

6.0

7.0

8.0

9.0

10.0

11.0

12.0

13.0

14.0

千葉市 船橋市 市川 松戸 野田 佐倉 茂原 勝浦 市原 木更津 柏 習志野 香取 海匝 山武 安房

全　国

千葉県

 



 

 

 

 

 

 

 
 



図５　主な死因の年次推移（人口10万対）
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表７  主要死因別死亡数及び死亡率       

           

年  齢  階  級 総  数 0～19歳
20～29

歳 

30～34

歳 

35～39

歳 

40～44

歳 

45～49

歳 

       人 人 人 人 人 人 人

全   死   亡 40,579 379 400 279 368 503 721

三 大 成 人 病 24,579 61 69 94 138 266 436

内 悪 性 新 生 物 12,476 25 30 50 82 144 273

  心   疾   患 6,776 33 30 29 36 68 82

訳 脳 血 管 疾 患 5,327 3 9 15 20 54 81

       ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％

全死亡に占める割合 60.6 16.1 17.3 33.7 37.5 52.9 60.5

           

  50～54歳 50～59歳 60～64歳 
65～69

歳 

70～74

歳 

75～79

歳 

80～84

歳 

85～89

歳 

90歳以

上 

  人 人 人 人 人 人 人 人 人

  1,500 2,317 2,886 3,788 4,757 5,720 5,736 5,730 5,495

  995 1,575 2,052 2,646 3,251 3,704 3,456 3,189 2,647

  642 1,019 1,351 1,743 1,996 1,966 1,448 1,090 617

  201 319 420 518 680 986 1,062 1,161 1,151

  152 237 281 385 575 752 946 938 879

  ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％

  66.3 68.0 71.1 69.9 68.3 64.8 60.3 55.7 48.2



 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図６　死因別死亡割合
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(3) 乳児死亡 

生後１年未満の死亡を乳児死亡といい，通常，出生千に対する乳児死亡率で観察するが，特にこれを

とりあげて観察の対象とするのは，乳児の生存は母体の健康状態・養育条件等の影響を強く受けるため

である。 

平成15年の乳児死亡率は2．9で，前年の2．8を上回った。 

 表１０は保健所別の乳児死亡率の推移であり，表１１は年次別乳児死因簡単分類死亡率である。 

 

表 10 年次別保健所別乳児死亡率（出生千対）        

                           

保健所  55年 60年 ２年 ７年 ８年 ９年 10年 11年 12年 13年 14年 15年

               

総  数  7.2 4.8 4.2 3.6 3.3 3.7 3.6 3.0 3.2 3.0 2.8 2.9

      

千葉市  7.1 3.7 2.9 4.2 3.2 3.5 4.0 2.6 3.5 2.7 2.4 2.1

船橋市      4.2

市  川  7.3 4.1 2.7 3.7 2.1 3.1 4.4 3.1 3.7 2.1 3.5 1.1

松  戸  5.6 3.9 3.6 3.0 2.2 2.7 3.9 2.4 3.8 3.9 3.4 3.2

野  田  8.5 5.9 6.8 3.2 3.9 3.2 3.3 5.1 3.4 3.2 1.8 2.7

佐  倉  8.4 4.4 6.0 4.7 3.7 3.4 3.1 3.5 4.9 2.4 4.2 3.6

佐  原  7.9 4.0 4.4 3.5 4.5 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

銚  子  10.9 8.7 6.3 5.4 1.6 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

八日市場  8.0 7.5 8.1 8.6 5.8 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

東  金  6.3 3.1 4.5 3.7 2.9 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

茂  原  3.8 5.7 4.8 2.9 3.7 - 5.4 3.2 1.6 4.9 3.2 5.3

勝  浦  10.4 3.5 7.4 3.4 6.3 1.8 1.7 8.4 1.7 - - -

市  原  7.8 4.7 4.2 3.7 5.3 3.40 3.9 4.4 3.1 4.8 3.2 4.1

木更津  7.7 4.8 6.7 4.4 4.4 5.1 5.1 3.6 1.7 1.1 1.1 1.1

館  山  9.8 4.6 4.5 1.2 4.8 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

鴨  川  15.4 7.2 - - - ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

船  橋  6.6 6.3 4.2 3.2 3.0 3.6 3.3 2.7 2.4 3.0 2.2 ・

松  尾  6.9 5.1 6.2 1.4 4.0 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

柏  6.3 5.1 3.0 2.3 3.2 4.8 2.9 3.3 3.2 2.9 1.4 3.7

習志野  6.9 5.3 4.8 3.4 3.3 3.0 1.5 1.2 2.7 2.1 3.2 2.6

香  取  ・ ・ ・ ・ ・ 8.20 4.0 4.0 4.1 1.7 3.5 4.5

海  匝  ・ ・ ・ ・ ・ 3.6 4.2 2.6 3.2 5.7 5.7 3.6

山  武  ・ ・ ・ ・ ・ 6.2 3.4 1.9 1.2 5.5 2.7 2.8

安  房  ・ ・ ・ ・ ・ 7.5 2.8 1.0 1.0 4.2 2.8 5.3

      

全  国  7.5 5.5 4.6 4.3 3.8 3.7 3.6 3.4 3.2 3.1 3.0 3.0

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 



 

 

 



(4) 死 産 

   人口動態統計では「死産の届出に関する規程」 

により妊娠満12週（妊娠第４月）以後の死児の 

出産を死産として扱っている。 

   これらの年次別推移が表１２である。 

   なお、死産率は出産（出生＋死産）千に対す

る率で表される。 

死産のうち人工的処置を加えたものは人工死

産としているが，人工死産の妊娠期間別割合は 
表１３のとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 (5) 周産期死亡 

   周産期死亡とは，妊娠満22週（平成6年ま  

では満28週）以後の後期死産と生後１週未満  

の早期新生児死亡を合わせたものをいい，周  

産期死亡率は出産（出生＋妊娠満22週以後の 

死産）千に対する死亡率で表され（平成6年 

までは出生千対），母子衛生上の重要な指標 

となっている。 

   表１４は年次別周産期死亡率と周産期死亡の

構成割合であるが，周産期死亡率は平成 7年以

降おおむね横ばいで推移している。 

   また，保健所別の周産期死亡率の推移は 

表１５のとおりである。 

  



 

 

 

 

 (6) 婚姻と離婚 

   婚姻率は昭和 60 年代前半から微増傾向にあっ

たが，ここ数年増減を繰り返しており平成15年は

6.2となった。 

   また，平成15年の平均初婚年齢（届時の年齢）

は表１７のとおり，夫は29．8歳，妻は 27．8歳

である。 

   一方，離婚率は昭和58年の1．45をピークに一

時減少したが，平成元年から再び増加に転じ平成

14年は2．30で過去最高であった。 

   図７は離婚した夫婦の同居期間を示したもので

あり，15 年以上同居した夫婦の離婚は 24．2％と

なっている。 

   また，離婚件数のうち，親権を行う子を持つ夫  

婦の割合は，54．4％である。 



 

                 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

図７．離婚件数の同居期間別割合
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